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小地域（町丁・字）を単位とした将来人口・世帯予測ツールのイメージ

＜人口ピラミッド＞ 

＜総世帯数、高齢者が世帯主の単身・夫婦のみ世帯数＞ 

図３ チェックボックス方式による人口予測手法の設定画面 
（人口予測手法やパラメータをチェックボックスで設定します。） 

図２ プルダウンメニュー方式による対象都市の設定画面 
（予測を行う都市をプルダウンメニューで選択します。） 

図１ 将来人口・世帯予測プログラムのメインメニュー 
（メニューのガイドに従って操作を進めていきます。）

本ツールに付属のプログラムにより、予測結果について、次のようなグラフやマップを
作成することなどが可能です。（グラフ作成機能はバージョン 2 の新機能） 

＜人口予測結果のマップ表示例＞ 

【小地域（町丁・字）単位】 【100ｍメッシュ単位】

総人口[人]

 20未満

 20以上40未満

 40以上60未満

 60以上80未満

 80以上100未満

 100以上

総人口[人]

 100未満

 100以上500未満

 500以上1000未満

 1000以上2000未満

 2000以上3000未満

 3000以上
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総世帯数 高齢者が世帯主の

単身・夫婦のみ世帯数
世帯割合(%)

総世帯数、高齢者が世帯主の単身・夫婦のみ世帯数

（要因法・地区毎）

○○地区
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(３)現況及び将来の人口分布

市街化区域内で人口密度が 40 人/ha を下回る地域は、平成 27 年には工業系地域など一部地域に限ら

れますが、平成 57 年には駅周辺や開発団地なども含む市街地の大部分を占めています。 

市街化区域の周縁部の開発団地で特に人口減少割合が大きく、高齢人口割合も高くなっています。 

資料：国勢調査、将来人口・世帯予測ツール 

河内長野市「立地適正化計画（H30.5）第1章 現況及び課題」抜粋 ＜別添５＞ 
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(２)現況及び将来の人口分布

①最寄りの公共交通までのアクセシビリティ

最寄りの公共交通までのアクセシビリティが 30 分以内の範囲に居住する人口は市全体人口の約 91%であ

り、大部分を占めています。 

■ アクセシビリティ分析（最寄りの公共交通）

市内各地点から、居住者が自宅を出発し、徒歩でバスまたは鉄道に乗車するまでの期待時間を「最寄りの公

共交通までのアクセシビリティ」として表します。 

［最寄りの公共交通までのアクセシビリティ］=(バス停又は駅までの移動時間(徒歩)＋バス(電車)待ち時間) 

最寄り公共交通まで 

のアクセシビリティ 
居住人口 

市全体人口に占める 

割合 

10 分以内 約 9,800 人 10％ 

15 分以内 約 38,800 人 38％ 

20 分以内 約 74,700 人 73％ 

30 分以内 約 93,200 人 91％ 

16



②最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ

最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティが 30 分以内の範囲に居住する人口は市全体人口の約 79%であ

り、15 分以内の範囲の居住人口は約 17％で、鉄道駅の利便性が高い地域は一部の市街地に限られます。 

■ アクセシビリティ分析（最寄りの鉄道駅）

最寄り鉄道駅までの 

アクセシビリティ
居住人口 

市全体人口に占める 

割合 

10 分以内 約 4,500 人 4％ 

15 分以内 約 17,600 人 17％ 

20 分以内 約 43,200 人 42％ 

30 分以内 約 81,700 人 79％ 

市内各地点から、居住者が自宅を出発し、徒歩もしくはバスを利用して鉄道に乗車するまでの期待時間を

「最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ」として表します。 

［最寄りの鉄道駅までのアクセシビリティ］ 

=（バス停又は駅までの移動時間(徒歩)＋バス待ち時間＋バスの乗車時間＋電車待ち時間） 
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(３)アクセシビリティ分析と将来人口増減率の重ね合わせ

①最寄りの公共交通

市域西部、南部の開発団地などにおいては、現況ではバス路線により公共交通が確保されているものの、将

来の人口減少が顕著な地域が見られます。 

②最寄りの鉄道駅

河内長野駅周辺や、千代田台町など、鉄道駅へのアクセスが比較的良好な駅周辺地域においても、人口減少

が顕著な地域が見られます。 

■最寄り公共交通アクセシビリティ ■最寄り鉄道アクセシビリティ

18



(２) 将来の人口の推計結果

① 総人口の分布(500ｍメッシュ)

将来(令和 22 年)の人口は、特に、鉄道駅周辺等において減少すると想定されます。一方で、

市役所周辺市街地で人口が増加し、人口密度が 40 人/ha 以上となる地域が残っていますが、範

囲は限定されます。

■ 総人口の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例

蒲郡市「立地適正化計画（R1.7）資料編 ２将来の見通し」抜粋 　＜別添６＞ 
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増減なし

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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② 年少人口の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22年）の人口は、全市的に減少することが想定されます。総人口と同様に、特に、鉄道駅周辺

等において減少すると想定されます。

■ 年少者の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー30人～）

減少（ー20人～ー30人）

減少（ー10人～ー20人）

減少（～ー10人）

増減なし

増加（～10人）

増加（10人～20人）

増加（20人～30人）

増加（30人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー50%～）

減少（ー40%～ー50%）

減少（ー30%～ー40%）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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③ 生産年齢人口の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22 年）の人口は、全市的に減少することが想定されます。総人口と同様に、特に、鉄道駅周辺等

において減少すると想定されます。 

■ 生産年齢人口の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

100人未満

100人以上250人未満

250人以上500人未満

500人以上750人未満

750人以上1,000人未満

1,000人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

100人未満

100人以上250人未満

250人以上500人未満

500人以上750人未満

750人以上1,000人未満

1,000人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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④ 高齢者（65 歳以上）の分布(500ｍメッシュ)

将来（令和 22 年）の高齢者数は、全市的に増加することが想定されます。市街化区域内の広い範囲で、高齢

者が多い地域(メッシュ)が分布しています。一方で、鉄道駅周辺では、高齢者数が減少するなど、年少人口と生

産年齢人口を含む各年代で人口が減少すると想定されます。 

■ 高齢者（65 歳以上）の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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⑤ 高齢者（75 歳以上）の分布(500ｍメッシュ)

将来(令和 22 年)の 75 歳以上の高齢者数は、全市的に増加することが想定されます。市街化区域内外の広い

範囲で、高齢者が多い地域(メッシュ)が分布しています。 

■ 高齢者（75 歳以上）の分布（500m メッシュ）

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成22年人口 凡例

50人未満

50人以上100人未満

100人以上150人未満

150人以上200人未満

200人以上250人未満

250人以上

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー150人～）

減少（ー100人～ー150人）

減少（ー50人～ー100人）

減少（～ー50人）

増減なし

増加（～50人）

増加（50人～100人）

増加（100人～150人）

増加（150人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成22年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（0%～ー10%）

増加（0%～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成22年）ー1） 凡例
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■ 参考：総人口（500m メッシュ）：H27 との比較

資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○平成27年人口 凡例

10人/ha 未満

( 250人未満)

10人/ha以上20人/ha未満

(250人以上500人未満)

20人/ha以上30人/ha未満

(500人以上750人未満)

30人/ha以上 40 人 /ha未満

(750 人以上 1,000人未満)

40人/ha以上60人/ha未満

(1,000人以上1,500人未満)

60人/ha以上80人/ha未満

(1,500人以上2,000人未満)

80人/ha以上

(2,000人以上)

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○令和22年人口 凡例
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資料：（平成 22 年）国勢調査、（令和 22 年）推計値 

減少（ー300人～）

減少（ー200人～ー300人）

減少（ー100人～ー200人）

減少（～ー100人）

増減なし

増加（～100人）

増加（100人～200人）

増加（200人～300人）

増加（300人～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増減数（令和22年ー平成27年） 凡例

減少（ー30%～）

減少（ー20%～ー30%）

減少（ー10%～ー20%）

減少（～ー10%）

増減なし

増加（～10%）

増加（10%～20%）

増加（20%～30%）

増加（30%～）

行政区域

市街化区域

鉄道駅

新幹線

JR

名鉄

○増加率（（令和22年÷平成27年）ー1） 凡例
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①人口

○将来人口を地区別に見ると、総人口が減少するなか、小倉都心とその周辺、八幡西区北部、小倉

南区西部などでは一定の人口集積がみられます。

図 平成22年人口分布 

図 平成52年人口分布 

八幡西区 
北部 

小倉都心と 
その周辺 

小倉南区 
西部 

３ 本市の現状と将来動向 
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②人口密度

図 平成22年人口密度分布 

図 平成52年人口密度分布 

若松区 
東部 

八幡東区 

門司区 
北部 

○人口密度を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などで密度が大きく低下してい

ます。

３ 本市の現状と将来動向 
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③高齢者人口

図 平成22年高齢者人口密度 

図 平成52年高齢者人口密度 

○高齢者人口密度を地区別に見ると、全体的に高齢者が増加するなかで、特に、小倉都心とその周

辺、黒崎周辺、モノレール沿線、門司区南部などで密度が高くなっています。

黒崎周辺 

小倉都心とその周辺 

モノレール沿線

門司区南部 

３ 本市の現状と将来動向 
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④高齢化率

図 平成22年高齢化率 

○将来の高齢化率を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などで高齢化率が高くな

っています。

図 平成52年高齢化率 

若松区 
東部 

八幡東区 

門司区 
北部 

３ 本市の現状と将来動向 
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⑤年少人口

図 平成22年年少人口密度 

図 平成52年年少人口密度 

○全体的に年少人口は減少するものの、地区別に見ると、学研都市周辺、小倉都心とその周辺、モ

ノレール沿線において、年少人口密度40人/ha以上の地域も存在します。

小倉都心とその周辺 

モノレール沿線

学研都市周辺 

３ 本市の現状と将来動向 
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⑥人口増減率・人口密度増減

図 人口増減（平成22年⇒平成52年） 

図 人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

○人口増減率を地区別に見ると、八幡東区、若松区東部、門司区北部などでは人口減少率が高く、

小倉南区西部、八幡西区北部などでは人口が増加しています。

○人口密度増減を地区別に見ると、JR戸畑駅周辺、JR門司駅周辺などの中心市街部ほど密度の低下

や減少率が大きく、小倉南区西部や八幡西区北部で密度が高くなっています。

八幡西区 
北部 

若松区 
東部 

八幡東区 

小倉南区 
西部 

門司区 
北部 

八幡西区 
北部 

小倉南区 
西部 

３ 本市の現状と将来動向 
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３-９ 人口密度低下による影響 

（１）公共交通 

○人口密度の低い地域では、公共交通のサービス水準の低下が懸念されます。高齢化が高い地域を

必ずしも公共交通がカバーされず、高齢者の外出機会の低下も懸念されます。

図 平成52年人口密度と公共交通路線網との関係 

出典：国土交通省「国土数値情報（バスルート・バス停留所（H23））」 

図 平成52年高齢化率と公共交通路線網との関係 

出典：国土交通省「国土数値情報（バスルート・バス停留所（H23））」 

３ 本市の現状と将来動向 
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（２）生活サービス施設 

○今後、身近な商業施設（コンビニ・スーパー）の利用圏人口が減少し、施設の存続が困難となれ

ば、いわゆる”買い物弱者”の増加も懸念されます。

H52年推計500m商圏人口

図 身近な商業施設（スーパー・コンビニ）の立地と 

500m商圏人口（平成52年） 

３ 本市の現状と将来動向 
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○また、身近な医療施設や老人福祉施設周辺の人口密度の減少も大きく、施設の存続が困難となれ

ば同様にサービス水準の低下が懸念されます。

医療施設が立地する町・字の人口密度の平均

H22
（人/ha）

H52
（人/ha）

施設が立地する
町字人口密度(平均)

133 108

※対象は、施設が立地する町字523地区

図 医療施設の立地と人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

出典：国土交通省「国土数値情報（医療機関）」 

図 老人福祉施設の立地と人口密度増減（平成22年⇒平成52年） 

老人福祉施設が立地する町・字の人口密度の平均

H22
（人/ha）

H52
（人/ha）

施設が立地する
町字人口密度(平均)

121 95

※対象は、施設が立地する町字255地区

出典：国土交通省「国土数値情報（福祉施設）」 

３ 本市の現状と将来動向 
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8 

大阪府都市整備部 

2. 大阪府における維持管理・更新の現状と課題

2.1 都市基盤施設を取り巻く現状 

(1) 都市基盤施設の老朽化

◇橋梁や水門等の河川設備は、国内でも特に高齢化が進行。

・今後、都市基盤施設が一斉に更新時期を迎え、歳出が集中する恐れがある。

例：橋梁の高齢化（建設後 40 年以上 48％）

◇大阪府特有の厳しい維持管理環境

・交通量が多く過酷な使用環境（交通量は全国 3 位）

・治水対策として、早い時期から整備してきた河川護岸が高齢化（河川整備率 90％） 

・非常時に確実に稼働する水門やポンプ等の設備が不可欠（低地内人口は全国 1 位） 

・守るべき人口・財産が広く分布し、施設の高い安全性が求められる

・狭い行政区域に、国・府・市町村等の施設が混在し、管理者間の連携した取組が不可

欠である

表 2.1-1 高齢化が進む大阪府の施設 

施設・総数 

平均供用年数 耐用年数を超える施設数・割合 
耐用 

年数※3 大阪府 国※1 
都道 

府県※1 
現状 10 年後 20 年後 

橋梁(橋長 2ｍ以上) 

2210 橋(H24 時

点) 

45 年 35 年 38 年 
12％ 

271 橋 

27％ 

593 橋 

59％ 

1295 橋 
60 年 

トンネル

29 ﾄﾝﾈﾙ(H24 時点) 
30 年 32 年 32 年 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 

10% 

3 ﾄﾝﾈﾙ 
75 年 

河川護岸 

557kｍ※2 
38 年 － － 

23％ 

129km 

56％ 

310km 

71％ 

397km 
50 年 

河川設備（水門等） 

183 施設 
31 年 30 年 27 年 

29% 

53 施設 

62% 

114 施設 

87% 

159 施設 

10～ 

40 年 

港湾・物揚場他 

（鋼構造） 

62 施設 

38 年 31 年 31 年 
5％ 

3 施設 

59％ 

36 施設 

80％ 

49 施設 
50 年 

海岸設備（水門等） 

172 施設 
39 年 － － 

62％ 

105 施設 

74％ 

127 施設 

87％ 

148 施設 
40 年 

下水道管渠 

558km 
23 年 － 20 年 

0% 

0km 

11% 

60km 

26% 

146km 
50 年 

下水道設備 

4059 施設 
17 年 － － 

50% 

2018 施

設 

87% 

3523 施

設 

100% 

4059 施設 

10～ 

20 年 

公園施設 

541 基(公園遊具) 
13 年 － － 

49％ 

264 基 

88％ 

475 基 

100％ 

541 基 

遊具 

10 年 

※1 出典:第 1 回社会インフラのモニタリング技術活用推進検討委員会 資料 2 社会インフラの維持管理の現状と課題

※2 概ね護岸の築造年度が分かるもののみを記載。ブロック積護岸、鋼矢板護岸等の合計。左右岸平均延⾧。

※3 減価償却資産の耐用年数等に関する省令（S43 大蔵省令第 15 号）等より。これを超えると使用に耐えられないものではない。
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0 5000 10000 15000 20000 25000 30000 35000

R1

R2

R3

R20

R21

R22

R○年に更新時期を迎える施設等（イメージ図）

学校教育施設 文化施設 公用施設 福祉施設 延床面積（㎡） 

○○小 

○○小 こども館 

△△△中

文化会館 △△幼稚園 

○中 児童ホーム ○○住宅 ○○支所 

××小 

総合体育館 

児童ホーム 

ふれあいプラザ ○○自治会館

××中 保健福祉センター 

・・・

・・・ 

・・・

公民館 公園 水道局 

浄水処理センター 活動センター 保育所（こども園） 

本庁舎 

・・・

・・・

・・・ 

・・・

総合博物館 

消防庁舎 図書館 

□□小○中 

○○園
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１ 計画期間の対策に要する概算費用 

（１）長寿命化改修等の対策費用について

本市では，総合管理計画に基づき，建築物が老朽化（60 年程度）した際の改築を想定し

ていましたが，今後は，「大規模改修及び長寿命化改修工事」を行い，築８０年まで使用す

ることを目的とした「建築物の長寿命化」を図ります。 

なお，改修に係る対策費用の考え方については，図表「改修工事の単価と工事内容」の

とおりです。 

図表：改修工事の単価と工事内容 

出典：学校施設の長寿命化計画策定に係る手引（文部科学省 平成 27 年４月）を参考 

  「県立学校施設長寿命化計画」策定に関する基本方針（愛知県教育委員会 平成 29 年 3 月）を加工 

（２）今後 32 年間の対策に要する概算費用

本計画で設定した目標耐用年数及び改修時期等を基に費用をシミュレーションすると，

計画期間にかかる費用の総額は約 1,512.8 億円（年平均：約 47.3 億円）の試算結果とな

りました。これは，総合管理計画（60 年で改築）の試算額約 1,609 億円と比較して，約

96.2 億円の費用縮減が図れる見込みとなります。 

また，1 年あたりにおいては，約 3 億円の対策費用の縮減が図れることとなります。 

 本計画では，老朽化対策が喫緊に迫る中，公共建築物の類型別保有状況において４割以

上の面積を占める学校教育系施設のうち，小学校と中学校については，築年数が 60 年以

内に長寿命化改修が行われるよう順位付けを行い，年間概ね４棟ずつ長寿命化改修を行う

ことにより，年度ごとの対策費用の平準化を図りました。また，市民文化系等の施設につ

いても費用の平準化を図りました。 

大規模改修費
（従来・60年改築型）

60

大規模改修費
（今後・80年改築型）

20

長寿命化改修費 60

・従来の考え方（60年で改築した場合）
（改築100 ＋　大規模改修 60） ÷ 60年 ＝　2.67/年

・今後の考え方
（改築100 ＋　大規模改修 20 × 2回 ＋ 長寿命化改修 60） ÷ 80年 ＝　2.5/年

・削減効果
（従来の考え方 2.67/年 － 今後の考え方2.5/年）÷ 2.67/年 × 100 ＝ 6.36％/年（ライフサイクルコストの縮減）

工事施工部位

大規模改修に加えて，コンクリートの中性化対策等を実施

※改築時の対策費はコストを100とします。

対策費用工事名

屋根，屋上，外壁，内装等の改修及びそれを伴う電気・機械設備の一部の改修

屋根，屋上，外壁，内装等の改修及びそれを伴う電気・機械設備のすべての改修
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 しかし，図表「長寿命化した場合のコストシミュレーション」にあるように，１年平均

のボーダーラインを大きく超えるポイントが３回あります。１回目は，本市の次期総合計

画の後期初年度にあたる 2028（令和 10）年度から 2033（令和 15）年度の期間であ

り，この期間においては，市民にとって「あたりまえ」の生活を支える対応が求められる

社会基盤施設（清掃センター等）の改築などから対策費用の平準化を図れず，１年平均の

ボーダーラインを大きく超えます。２回目は，目標耐用年数を超えた施設の改築が始まる

2041（令和 23）年度以降において発生します。特に，2041（令和 23）年度から 2043

（令和 25）年度においては，市民生活を支える社会基盤施設（不燃物リサイクルセンタ

ー）の改築から１年平均のボーダーラインを超えています。 

また，３回目として，2049（令和 31）年度以降は多くの施設の改築がピークを迎える

ことから対策費用の平準化が困難な状態となります。 

※社会基盤施設の特性から検討しています。（対策費用の平準化を優先する場合は，後年度

へ対策を先送りすることとなり，その場合は施設の延命策として多額の費用が生じます。） 

図表：長寿命化した場合のコストシミュレーションとコスト比較 

①従来の考え方
（60年で改築した場合）

②長寿命化改修を行い
目標耐用年数まで使用した場合

①－②
縮減額

59,959,921 56,374,503 ▲ 3,585,418

1年平均 4,996,660 4,697,875 ▲ 298,785

160,903,270 151,281,751 ▲ 9,621,519

1年平均 5,028,227 4,727,555 ▲ 300,672

12年間の推進期間
（令和2年度～令和13年度）

32年間
（令和2年度～令和33年度）

（千円）

※①従来の考え方に基づく費用は，P163「（１）長寿命化改修等の対策費用について」に示した，ライフサイクルコ
ストの縮減率（6.36％）に基づき算出しています。
※改築費用の推計額については，事業費ベースになります。積算単価は次の積算条件のとおりです。
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図表：改築費用等の積算条件（改修周期） 

図表：改築費用等の積算条件（改修・改築単価） 

大分類 中分類 大規模改修 長寿命化改修 改築

ⅰ集会施設
ⅱ集会施設
ⅲ文化施設
ⅰ図書館等
ⅱ博物館等
ⅰスポーツ施設
ⅱ保養施設
ⅰ産業系施設
ⅱその他産業系施設
ⅰ学校
ⅱ学校
ⅲ学校
ⅳその他教育施設
ⅴその他教育施設
ⅰ幼稚園・保育所
ⅱ幼児・児童施設
ⅲ幼児・児童施設
ⅰ障害福祉施設
ⅱ障害福祉施設
ⅲ障害福祉施設
ⅳ保健施設

医療施設 ⅰ医療施設 7.2万円/㎡ 21.6万円/㎡ 36万円/㎡

ⅰ庁舎等
ⅱ庁舎等
ⅲ庁舎等
ⅳその他行政系施設
ⅴその他行政系施設
ⅵその他行政系施設

市営住宅 ⅰ市営住宅

※長寿命化改修及び改築の単価は，一般財団法人地域総合整備財団＜ふるさと財団＞「公共施設更新費用試算ソフト」における単価を
参考にしています。なお，単価表により算出しがたい施設については，担当課が算出した数値を使用しています。

鈴鹿市市営住宅長寿命化計画に基づく

24万円/㎡ 40万円/㎡8万円/㎡行政系施設

保健・福祉施設 36万円/㎡21.6万円/㎡7.2万円/㎡

40万円/㎡

40万円/㎡

36万円/㎡

40万円/㎡

子育て支援施設

市民文化系施設

社会教育系施設

スポーツ・
レクリエーション系施設

産業系施設

学校教育系施設

施設類型 対策内容

19.8万円/㎡ 33万円/㎡

19.8万円/㎡ 33万円/㎡

24万円/㎡

24万円/㎡

21.6万円/㎡

24万円/㎡

8万円/㎡

8万円/㎡

7.2万円/㎡

8万円/㎡

6.6万円/㎡

6.6万円/㎡

項目

構造
鉄筋コンクリート造（ＲＣ造）
鉄骨鉄筋コンクリート造（ＳＲＣ造）
重量鉄骨造（Ｓ造）

軽量鉄骨造（ＬＳ造）
木造（Ｗ造）

目標耐用年数 80年 50年

大規模改修 建築後20年 －

長寿命化改修 建築後40年 建築後25年

大規模改修 建築後60年 －

改築 建築後８０年 建築後50年

大規模改修等
の時期を超過
している施設

条件

・本計画の策定時点において，大規模改修等の期間を超過（積み残し）
している施設については，現在までに行われた修繕の積み重ねを大
規模改修とみなし，積み残し分の費用計上等は行わない。

※軽量鉄骨造及び木造の建築物については全体の2％未満であり，建築物全体では，ごく少数です。
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図表：改築費用等の積算条件（除却単価） 

20,000円/㎡

分　類

小規模事務庁舎
（ＲＣ造，2階，約900㎡）

※除却コストの単価は，一般財団法人建築保全センター発行の「平成31年度版 建築物のライフサイクルコスト」の　ＬＣＣ
データベースの解体・廃棄処分コストの考え方を参考にしています。
※（　　）内は分類のモデルケースです。コストの算出にあっては，当該施設に一番近い分類に当てはめ算出します。

計金額

21,400円/㎡

中規模事務庁舎
（ＲＣ造，4階，約2,500㎡）

解体コスト

廃棄処分コスト

解体コスト

廃棄処分コスト

18,500円/㎡

15,300円/㎡

41,400円/㎡

33,800円/㎡
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８．公共施設等の中長期的な経費の見込み 

 公共施設の建替えや大規模改修に係る経費については、今後 40 年間で約

573億円（平均約 14.3億円／年）と試算されます。

 インフラ施設の更新については、今後 40年間で約 493億円（平均約 12.3億円

／年）と試算されます。

 公共施設とインフラ施設を合わせると、今後 40 年間で約 1,066 億円（平均約

26.7 億円／年）となり、平成 29 年度～32 年度の年平均投資的経費である約

8.4億円／年の 3.2倍となります。

①試算の条件

本町の公共施設等の更新等に係る中長期的な経費について、総務省が公表する「公

共施設等更新費用試算ソフト」の算出手法に基づき、公共施設とインフラ施設の耐用

年数等を設定し、中長期的な経費の見込みを試算しました。（参照：p28～30【参考資

料】） 

表 試算の条件 

対象施設 設定耐用年数 

公共施設 
60 年（建替え） 

30 年（大規模改修） 

インフラ施設

道路 15 年 

橋梁 60 年 

上水道 40 年 

下水道 50 年 
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②公共施設の更新等費用の見通し

公共施設の建替えや大規模改修について、中長期的に必要と見込まれる費用は、現

状の公共施設を全て維持した場合、今後40年間で約573億円（平均約14.3億円／年）

と試算されます。平成 29 年～32年における公共施設の年平均投資的経費約 3.8 億円

／年と比較すると約 10.5 億円／年上回ることになり、約 3.8 倍の費用が必要となり

ます。 

建築後 30年以上が経過し、大規模

改修が必要となる施設が多く存在し

ていることから、当初 10 年間では約

186.5 億円必要になると試算されま

す。 

11～20 年目は、大規模改修の占め

る割合が約３割、建替えの占める割

合が約７割程度となり、約 122.2 億

円が必要になると試算されます。 

21 年目以降は、建替えの占める割

合が約８割以上となり、21～30 年目

で約 129.2 億円、31～40 年目で約

134.7 億円が必要になると試算され

ます。 

累計：573億円
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平均

14.3億円/年

平均

3.8億円/年

10.5億円/年

図 公共施設の建替え 

・大規模改修に係る経費（10 年ごと）

図 公共施設の建替え・大規模改修に係る経費 
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〈今後廃止が予定されている施設の取り扱いについて〉 

以下の施設については、今後廃止が予定されているため、廃止予定の年次以降は建

替え費および大規模修繕費を見込んでいません。 

廃止が予定されている施設 廃止年 概要 

松岡Ｂ＆Ｇ海洋センタープール 平成 29 年度（2017 年） 取り壊し後に駐車場を整備 

永平寺林業振興集会センター 平成 28 年度（2016 年） 施設を吉田郡（福井市）森林組合に譲渡 

やすらぎの郷 平成 31 年度（2019 年） CAMU 湯施設を取り壊し 

上志比中央プール 平成 29 年度（2017 年） 取り壊し後に土地を地権者へ返還 

志比浄化センター 平成 38 年度（2026 年） 廃止し志比処理区を中央処理区に統合 

③インフラ施設の更新等費用の見通し

インフラ施設の更新に係る中長期的に必要と見込まれる費用は、現状を維持した場

合、今後 40 年間で約 493 億円（平均約 12.3 億円／年）と試算されます。平成 29 年

～32 年のインフラ年平均投資的経費約 4.6 億円／年と比較すると約 7.7 億円／年上

回ることになり、約 2.7 倍の費用が必要となります。 
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図 インフラ施設の更新に係る経費 
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④公共施設等全体の更新等費用の見通し

公共施設とインフラ施設を合わせた公共施設等全体を現状維持した場合、中長期的

に見込まれる費用は、今後 40 年間で約 1,066 億円（平均約 26.7 億円／年）と試算さ

れます。平成 29 年～32 年の公共施設とインフラをあわせた年平均投資的経費約 8.4

億円／年と比較すると、約 18.3 億円／年上回ることになり、約 3.2 倍の費用が必要

となります。 

表 公共施設及びインフラ施設を現状維持する場合の試算結果（今後 40 年） 

項 目 費 用 

公共施設 約 573 億円 

インフラ施設

道路 約 149 億円 

橋梁 約 15 億円 

上水道 約 177 億円 

下水道 約 152 億円 

小計 約 493 億円 

合 計 約 1,066 億円 

年平均 約 26.7 億円／年 

累計1,066億円
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約272億円 約214億円 約331億円 約249億円

平均

26.7億円/年

平均

8.4億円/年
18.3億円/年

橋梁

図 公共施設等全体の更新に係る経費 
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【参考資料】公共施設等の更新費用試算方法 

①試算の概要

総務省が公表する「公共施設更新費用試算ソフト」の試算条件、試算単価に基づき、

将来における公共施設の大規模改修や建替え、インフラ施設の更新に係る中長期的な

経費の見込を試算した。 

なお、本試算は概算であり、推計期間における経費の総額や経費が集中する時期を

把握するために行うものである。 

②試算の設定条件

公共施設の中長期的な経費は、推計期間を 40 年間とし以下の条件のもとで試算し

た。 

表 設定条件 

項 目 条 件 

推計期間 40 年間（2016～2055 年） 

建替え（建替え期間 3 年） 築 60 年（59、60、61 年目に費用計上） 

大規模改修（改修期間 2 年） 築 30 年（29、30 年目に費用計上） 

大規模改修積み残し期間 10 年間 

表 更新単価の設定（建築物） 

項 目 大規模改修 建替え 

1 町民文化系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

2 社会教育系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

3 産業系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

4 スポーツ・レクリエーション系施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

5 学校教育系施設 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

6 子育て支援施設 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

7 保健・福祉施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

8 医療施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

9 行政系施設 25 万円／㎡ 40 万円／㎡ 

10 公営住宅 17 万円／㎡ 28 万円／㎡ 

11 公園 17 万円／㎡ 33 万円／㎡ 

12 供給処理施設 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 

13 その他 20 万円／㎡ 36 万円／㎡ 
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【参考資料】インフラ施設の更新費用試算方法 

①道 路

道路の更新費用は、総面積を舗装部分の更新（打換え）の耐用年数で割った値を１

年間の更新量と仮定し、更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 15 年 

更新単価 一般道路 4,700 円／㎡ 

自転車歩行者道 2,700 円／㎡ 

②橋 梁

橋梁の更新費用は、総面積に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 60 年 

更新単価 RC 橋、PC 橋、石橋、その他 425,000 円／㎡ 

鋼橋 500,000 円／㎡ 
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③上水道

上水道管の更新費は、管径別年度別の延長に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 40 年 

更新単価（導水管・送水管） 300 mm 未満 100,000 円／m 

300～500 mm 114,000 円／m 

更新単価（配水管） 50 mm 以下 

97,000 円／m 

75 mm 以下 

100 mm 以下 

125 mm 以下 

150 mm 以下 

200 mm 以下 100,000 円／m 

250 mm 以下 103,000 円／m 

300 mm 以下 106,000 円／m 

350 mm 以下 111,000 円／m 

400 mm 以下 116,000 円／m 

450 mm 以下 121,000 円／m 

500 mm 以下 
128,000 円／m 

550 mm 以下 

600 mm 以下 142,000 円／m 

④下水道

下水道管の更新費は、管径別年度別の延長に更新単価を乗じて試算した。 

表 設定条件 

項 目 条件 

耐用年数 50 年 

更新単価 コンクリート管 124,000 円／m 

陶管 124,000 円／m 

塩ビ管 124,000 円／m 

更生管 134,000 円／m 

その他 124,000 円／m 
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■人口分布シミュレーション

 

平成 42 年（2030 年）63,900 人 

 

施策なし 

誘

導

●全体として低密度化し、高密度なところが点在する。

平成 22 年(2010 年) 

市街化区域内人口：74,398 人 

平成 42 年(2030 年) 

市街化区域内人口：63,900 人 
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■市街化区域(住宅用地)規模の算出

・人口密度 40 人/ha 未満となる区域に対して、40 人/ha※1以上の居住が可能と設定

することによって、将来の市街化区域の収容可能人口を求めます。

・平成 42 年（2030 年）の収容可能人口と人口との差分が余剰人口となり、余剰人

口をもとに必要な市街化区域の規模を算出しました。

※1.都市計画法施行規則による既成市街地の数値

※2.余剰面積には、0人/ha の区域も含む

平成 42 年に必要な市街化区域 １，８６１ha 

平成 27 年の市街化区域  ２，１３８ha 

項 目 結 果 

余 剰 人 口 4,019 人 

余 剰 面 積 277ha※2 

●まちなかを中心に居住誘導することで、東西の駅を中心に高密度化する。

【シミュレーションの基本的な手順】 

①平成 22年のメッシュ人口密度図を作成

②郊外からまちなかのメッシュに人口を集積

③都市機能施設※があるメッシュは平成22年度の

人口密度を維持

④将来人口 63900 人から②と③で配分した差分の

人口を平成 22年のメッシュ人口比率で配分

※都市機能施設：商業施設や医療施設等

【都市計画の施策】 

・用途地域と区域区分の見直し

・立地適正化計画

・シティマネジメント計画 など

平成 42 年(2030 年)63,900 人-誘導-平成 22平成 42 年(2030 年)-誘導- 

市街化区域内人口：63,900 人 
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■まちなか誘導の評価

・都市構造の評価に関するハンドブック(平成 26 年 8 月)に基づき、市街化区域を

対象に以下の 4点について評価を行いました。

平成 42 年(2030 年)のサービス施設等への徒歩圏カバー率 

①医療施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

69.8% 73.3% 

全国平均：85% (30 万人都市平均：76%) 

②福祉施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

87.0% 88.0% 

全国平均：79% (30 万人都市平均：73%) 

③大規模商業施設（800m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

68.9% 72.5% 

全国平均：75% (30 万人都市平均：65%) 

④公共交通（鉄道 800m 圏域、バス 300m 圏域）

施策なし 誘導施策あり 

39.9% 47.2% 

全国平均：55% (30 万人都市平均：40%) 

1.0％ＵＰ 

3.6％ＵＰ 

7.3％ＵＰ 

3.5％ＵＰ 

生活サービス施設等への徒歩圏カバー率を試算した結果、いずれも向上が見込

まれるため、より利便性の高いまちになると考えられます。 

また、各サービス施設等の位置は現況と同じ位置にあることを条件にしたもの

であり、今後、施策の実施によってまちなかに施設誘導が進めば、徒歩圏カバー

率はさらに向上が見込まれます。 
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